
小中学校人事課

総務　人事・学事・働き方改革

6935

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B54
市町村立小中学校外部人材配置事業 教育費 教職員人事費 外部人材配置費

労働安全衛生法 針路 05 未来を創る子供たちの育成 4

分野施策 0501 確かな学力と自立する力の育成 4-1,4-3,4-4,4-5,4-6

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 170,801 56,565 114,236 1,151

前年額 169,650 56,109 113,541

令和 4年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

教育総
務費

事 業
期 間

昭和49年度～ 根 拠
法 令

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　円滑な学校運営を行うため、市町村立小中学校に外部
人材を配置する。

（１）市町村立小中学校外部人材配置事業  　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　170,801千円

（１）事業内容　
　　ア　市町村立小中学校外部人材配置事業　　　　　　　　　　　　　　　170,801千円
　　　　市町村立小中学校に外部人材を配置する。

（２）事業計画
　　ア　産休育休代替連絡引継費　　　　　   　　　 　　140人
　　　　代替者と本務者の連絡引継を行うことで、円滑な授業の展開に資する。
　　イ　教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）
　　　　教員の本来担うべき業務に専念できるよう、事務負担の軽減を図る。
　　　　・働き方改革のための配置分　　　　　　　　　　417校

（４）その他
　　【前年度からの変更点】
　　　産休育休代替連絡引継員の見込数減少による減。
　　　働き方改革による教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）配置の拡充に伴う増。

　産休代替教職員連絡引継　　　(県10/10)
　教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）　
　　　　　　　　　　　　 (国1/3・県2/3)

　教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）
　県負担分に対し地方財政措置

　9,500千円×1.2人＝11,400千円

前年との
対比

― 教育局 B54 ―
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